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年度

１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

令和2年4月版.

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

2020

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

教 育

指定地球温暖化対策事業者

特定テナント等事業者

特定テナント等事業者

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

主要用途：事務所、共同住宅、店舗、駐車場、駐輪場
規模・階数：地上30階／地下3階／塔屋2階
構造：RC造+S造
竣工：2012年1月

5,121.21

基準年度

前年度末 4,907.58

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

基準年度

鹿島建設株式会社

前年度末

太陽有限責任監査法人

ヤフー株式会社

㎡

基準年度

45,200.64

㎡前年度末 ㎡

事務所

㎡

㎡

基準年度㎡

基準年度

㎡ 基準年度

526.42 ㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡

基準年度

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

不動産賃貸業・管理業

赤坂Ｋタワー

東京都港区元赤坂一丁目２番７号

K_不動産業_物品賃貸業 不動産賃貸業・管理業K69

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

50,839.66

205.02

㎡

㎡

前年度末

前年度末

㎡

㎡ 基準年度 4,907.58 ㎡

㎡

50,839.66

45,405.66

526.42



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

2014

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 2012 1

東京都港区元赤坂1-2-7

9:00～17：00閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

赤坂Ｋタワー　マネジメントオフィス

特定地球温暖化対策事業所

再エネの導入・利用に関する取組みについて：現在検討しておりません

閲覧場所：

年度

入手方法：

当事業所は、先端的な省エネルギー・省CO2技術を数多く導入し、テナントビルとして執務空間の快適性を追求
しつつ、最新の省エネ技術と汎用技術の組合せにより、CO2排出量削減を目指したビルである。地球温暖化対策
の推進にあたっては、入居テナントや来訪者の快適性を維持しつつ、各種設備を合理的に運用することで省エ
ネルギーの実現を図る。
① 省エネルギーに繋がる各種設備機器の合理的運用
② 地球温暖化対策の計画策定と実施
③ 入居テナントと協同した省エネルギー活動の実施

公表方法

アドレス：

31

ホームページで公表

2016

アドレス：

計 画 の
担当部署

鹿島建物総合管理株式会社　首都圏中央支社

03-6804-2874

公 表 の
担当部署

名 称

名 称 赤坂Ｋタワー　マネジメントオフィス

03-6434-0022電 話 番 号 等

電 話 番 号 等

推進責任者（設備管理者）
防災センター（所長）

テナント温暖化対策推進協議会
テナントと温暖化対策推進の協議を行う

推進責任者（テナント管理者）
マネジメントオフィス

エネルギー管理員
防災センター

テナントA 推進員（特定テナント）

※対策推進を統括する責任者

※エネルギー消費設備の維持・改善等の管理・提言を行う

鹿島 開発事業本部
統括管理者
統括管理者

鹿島 開発事業本部（部長）

※各テナントの協力を
取りまとめる責任者

テナントB 推進員

テナントC 推進員

テナントD 推進員

技術管理者
鹿島建物総合管理
首都圏中央支社

※温暖化対策取り纏め責任者

※テナント内の取組を推進する

地球温暖化対策推進委員会

目標管理と計画作成、対策実施を推進する

※統括管理者に技術的な
助言を継続的に行う。



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

3,068

20

年度

2018 2019年度 年度2016 2017

3,3633,295

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2024

2025 2029年度から

年度から

地球温暖化対策推進委員会を通じて、入居テナントと共同し、快適性を維持
しつつ設備機器の運用改善を実施し、省エネルギー活動を進めていく。

2020 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

当事業所から排出される特定温室効果ガス以外のガス（その他ガス）は、水
道の使用および下水道への排水に伴う二酸化炭素の排出のみであり、節水に
よりその他ガスの削減を図る。

20,379

年度まで

14%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

4,761

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

2,855

年度年度2015

60.3

3,315 3,383 2,873

56.2

年度年度

66.1

年度2017 2018 2019

3,088

年度 2016

61.0 64.8

2015

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 20

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

3,119

そ
の
他
ガ
ス

17

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

2018

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵ ﾛｶ ｰﾎ ﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

設備の更新時期には、高効率機器への更新検討を進める。又、保守・点検計
画を策定し、設備の性能・効率低下を防ぎ、総量削減義務の着実な達成を目
指す。

年度

現在に引き続き節水を行うことにより、継続してその他ガスの抑制を図る。

3,102



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

削 減 義 務 量
(D＝Σ (A× B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2019 年度前削減計画期間 2018 年度2015 年度 2016 年度 2017 年度

760

18,284

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2016

2019

2017 年度

Ⅰ－１

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

4,761

4.00%

2019 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2015 2016

2016 年度まで

○

年度

○ ○○

2015 年度
削 減 義 務
期 間 合 計

2018 年度 2019 年度年度

6,4631,693

12,5813,068

4,761

4.00%

19,044

4.00%

4,7614,761

年度 2017 年度 2018

4.00%

具体的な増減要因
入居率が100％となっており、テナント退去も無かった為、
エネルギー使用量が増加した。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

1,906

特定温室効果
ガス排出量(E)

1,466 1,398

3,295 3,363 2,855



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 150200 15_照明設備の運用管理 バックヤード照明の間引き 2015年度4月

2 150200 15_照明設備の運用管理 テナント専有部の照度緩和（4～24階） 2015年度4月～

3 130300 13_換気設備の運転管理 駐車場CO濃度制御運用 2015年度4月

4 130100 13_空気調和の管理 3～24階 最適自動制御の運用 2015年度4月

5 130100 13_空気調和の管理
防災センター・設備・警備・清掃事務所
クールビズ・ウォームビズ実施

2015年度7月～

6 130300 13_換気設備の運転管理 給排気ファン省エネＶベルトの導入 2015年度～

7 130100 13_空気調和の管理 電気室・EV機械室のPAC温度緩和 2015年度4月～

8 130300 13_換気設備の運転管理 自家発電気室給排気ファン運転時間短縮 2016年度6月～

9 130300 13_換気設備の運転管理
未入居階(5・6階)共用部給排気ファン運転
時間短縮

2016年度12月 5･6階は2017年度に入居した為運転短縮は行っておりません。

10 130300 13_換気設備の運転管理 B2F諸室系統外調機の運転時間短縮実施 2017年度8月～

11 130300 13_換気設備の運転管理 2F熱源機械室給気ファン運転時間短縮 2018年度5月～ 夏期のみ実施。

12

13

14

15

16

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期

17

18

19

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91

92

93



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

当事業所は、先端的な省エネルギー・省CO2技術を数多く導入し、テナントビルとして執務空間の快適性を追求し
つつ、最新の省エネ技術と汎用技術の組合せにより、CO2排出量削減を目指したビルである。また、運用面におい
ても省エネルギーの取組みを推進するため、地球温暖化対策推進委員会を組織し、入居テナントや来訪者の快適性
を維持しつつ、各種設備の合理的運用により省エネルギーの実現を図っている。

地球温暖化対策の取り組みとして以下の取り組みを実施
Ⅰ．熱源設備
　1．ターボ冷凍機・温水器：負荷熱量に応じた台数制御運転及び大温度差送水システムの導入
　2．冷水・温水2次ポンプ：負荷流量による台数制御及び末端差圧制御の導入
　3．温度成層型冷水蓄熱槽：夜間蓄熱運転制御の導入
　4．冷却塔ファン：冷却水温度によるファンの段数制御及び冷却水ポンプの温度変流量制御の導入
　5．熱源自動制御：熱源最適システムの導入

Ⅱ．空調設備
　1．基準階空調機：空調機インバーター制御、ＶＡＶ給気風量制御、ＣＯ２制御、外気冷房制御による運用
　2．電気室、ＥＬＶ機械室：室内温度による、換気ファン・ＰＡＣ台数制御の導入
　3．駐車場CO制御の運用

Ⅲ．照明制御
　1．基準階専有部：人感センサー・セキュリティー連動による自動消灯・調光センサーによる出力制御
　2．基準階共用部：セキュリティー連動による自動消灯、夜間スケジュールによる消灯
　3．ＷＣ：人感センサーによる自動消灯
　4．エントランス：休日・夜間スケジュールによる自動消灯、調光センサーによる出力制御
　5．テナント専用部：照度緩和提案（一部実施）

Ⅳ．衛生設備
　1・パントリー：電気温水器の休日・夜間停止
　2・ＷＣ洗面台：電気温水器の夏期停止

再エネの導入・利用に関する取組みについて：現在のところ検討しておりません



9　総量削減義務の第2計画期間履行状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　削減義務率の区分

 (2)　削減義務期間

 (3)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (4)　各年度の削減義務履行状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

○

20192018

年度 2019 年度2018

排 出 削 減 量
(F= A - E)

その他ガス削減量
の義務充当量 (G)

削 減 義 務 率
(B)

2015 年度 2016 年度

○

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E)

排 出 上 限 量
（C=ΣA－D）

基 準 排 出 量
(A)

4.00%

特に優れた事業所への認定

極めて優れた事業所への認定

年度

4,761

○ ○

年度2017 年度

20172016 年度

4.00%

1,9061,3981,466 1,693

4.00% 4.00%

削減義務率の区分 Ⅰ－１

年度まで

年度2015

2016 年度から 2019

取 引 を 加 味 し た
排 出 削 減 量
（J=F＋G＋H－I）

残 り の 削 減 義 務 期 間 に お け る 排 出 上 限 量

1,466

超 過 削 減 量 の
発 行 量 (I)

振替可能削減量の
義 務 充 当 量 (H)

1,398

4,200

前年度排出量を維持したときの残りの削減義務期間における排出量

超 過 削 減 量
発 行 可 能 量 5,703

ｔ（二酸化炭素換算）

5,703

1,276 2,484

ｔ（二酸化炭素換算）

ｔ（二酸化炭素換算）5,703

ｔ（二酸化炭素換算）

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量

前 年 度 排 出 量 を 維 持 し た と き に 移 転 又 は 次 の 削 減
計画期間における義務充当（バンキング）が可能な削減量

　備考「取引を加味した排出削減量」とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の11第１項
　　　に規定する算定排出削減量をいう。

6,4631,693

6,463

1,906

19,0444,7614,761 4,761

年度
削 減 義 務
期 間 合 計

義務開始
の前年度

決
定
及
び
予
定
の
量 削 減 義 務 量

(D=Σ(A×B)) 760

12,5813,3633,295 2,855 3,068

18,284



9　総量削減義務の第3計画期間履行状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　削減義務率の区分

 (2)　削減義務期間

 (3)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (4)　各年度の削減義務履行状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

　備考「取引を加味した排出削減量」とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の11第１項
　　　に規定する算定排出削減量をいう。

2019 年度

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量 ｔ（二酸化炭素換算）

前 年 度 排 出 量 を 維 持 し た と き に 移 転 又 は 次 の 削 減
計画期間における義務充当（バンキング）が可能な削減量 5,039 ｔ（二酸化炭素換算）

残 り の 削 減 義 務 期 間 に お け る 排 出 上 限 量 20,379 ｔ（二酸化炭素換算）

前年度排出量を維持したときの残りの削減義務期間における排出量 15,340 ｔ（二酸化炭素換算）

超 過 削 減 量
発 行 可 能 量

取 引 を 加 味 し た
排 出 削 減 量
（J=F＋G＋H－I）

超 過 削 減 量 の
発 行 量 (I)

振替可能削減量の
義 務 充 当 量 (H)

その他ガス削減量
の義務充当量 (G)

実
績 排 出 削 減 量

(F= A - E)

特定温室効果
ガス排出量(E) 3,068

2021 年度

17.00%

排 出 上 限 量
（C=ΣA－D） 20,379

削 減 義 務 量
(D=Σ(A×B)) 3,426

削 減 義 務 率
(B) 4.00% 17.00% 17.00% 17.00%

2020 年度 2021 年度 2022

削 減 義 務
期 間 合 計

決
定
及
び
予
定
の
量

基 準 排 出 量
(A) 4,761 4,761 4,761 4,761 4,761 23,805

2022 年度 2023 年度 2024 年度2020 年度

削減義務率の区分 Ⅰ－１

2020 年度から 2024 年度まで

極めて優れた事業所への認定 ○

年度 2023 年度 2024 年度

特に優れた事業所への認定



10　削減義務の履行に係る措置（その他ガス排出量の削減及び排出量取引を含む。）の計画及び実施状況

区 分
番 号

区分名称
削減量
（ｔ）

削減率
（％）

2019 2020 2021 2022 2023 2024

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 150200 15_照明設備の運用管理 バックヤード照明の間引き 1 0.0 2015年度4月 1

2 150200 15_照明設備の運用管理 テナント専有部の照度緩和（4～24階） 64 1.3
2015年度4月

～ 64

3 130300 13_換気設備の運転管理 駐車場CO濃度制御運用 50 1.1 2015年度4月 49

4 130100 13_空気調和の管理 3～24階 最適自動制御の運用 9 0.2 2015年度4月 9

5 130100 13_空気調和の管理
防災センター・設備・警備・清掃事務所
クールビズ・ウォームビズ実施 4 0.1

2015年度7月
～ 4

6 130300 13_換気設備の運転管理 給排気ファン省エネＶベルトの導入 7 0.1 2015年度～ 7

7 130100 13_空気調和の管理 電気室・EV機械室のPAC温度緩和 19 0.4
2015年度4月

～ 19

8 130300 13_換気設備の運転管理 自家発電気室給排気ファン運転時間短縮 9 0.2
2016年度6月

～ 9

9 130300 13_換気設備の運転管理
未入居階(5・6階)共用部給排気ファン運
転時間短縮 4 0.1 2016年度12月

10 130300 13_換気設備の運転管理 B2F諸室系統外調機の運転時間短縮実施 3 0.1
2017年度8月

～ 5

11 130300 13_換気設備の運転管理 2F熱源機械室給気ファン運転時間短縮 7 0.1
2018年度5月

～ 7

12

13

14

15

16

17

18

19

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

削 減 効 果 の 推 計 （ ｔ ）
対策
Ｎｏ

対 策 の 区 分
対 策 の 名 称

実 施
時 期

削減効果の推計
（一年度当たり）



10　削減義務の履行に係る措置（その他ガス排出量の削減及び排出量取引を含む。）の計画及び実施状況

区 分
番 号

区分名称
削減量
（ｔ）

削減率
（％）

2019 2020 2021 2022 2023 2024

削 減 効 果 の 推 計 （ ｔ ）
対策
Ｎｏ

対 策 の 区 分
対 策 の 名 称

実 施
時 期

削減効果の推計
（一年度当たり）

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91

92

93

177 174

174

そ の 他 ガ ス 排 出 量 の 削 減 効 果 の 推 計 の 合 計

排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量 の 合 計

特 定 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 削 減 効 果 の 推 計 の 合 計

前年度排出量を維持したときと比較
し た
排 出 量 の 削 減 量 の 推 計

追 加 的 対 策 に よ る 削 減 効 果

削 減 効 果 の 推 計 及 び 排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量 の 合 計

対 策 以 外 の 要 因 に よ る 排 出 量 の 減 少 量 の 推 計 （ 基 準 排 出 量 比 ）

取 引 を 加 味 し た 排 出 削 減 量

追 加 的 排 出 量 取 引 に よ る 取 得 量
-870

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量備考「取引を加味した排出削減量」とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の11第１
項に規定する算定排出削減量をいう。

合　計
-870 対策以外の要因による排出量の減

少 量 （ 前 年 度 排 出 量 比 ）



11　統括管理者及び技術管理者の氏名等

 (1)　統括管理者

 (2)　技術管理者

（技術管理者を都の登録事業者へ外部委託した場合のみ、次の欄にも記入すること。）

12　添付する書類

２０１９年度その他ガス排出量算定報告書 △別紙（ 2 ）のとおり

△別紙（ ）のとおり

EB-052032

２０１９年度特定温室効果ガス排出量算定報告書 △別紙（

資 格 要 件 の 名 称

登　録　日
（更新日）

2014年4月1日

2013年12月17日

受　講　日1012101

一級管工事施工管理技士 取得年月日

1 ）のとおり

地球温暖化対策計画書の作
成等に関する講習会修了番号

都 登 録 番 号

開発事業本部　資産マネジメント事業部　担当部長

03-5544-1183

2010年11月16日

受　講　日 2016年10月25日

鹿島建物総合管理株式会社

首都圏中央支社　建物管理1部　工事担当部長

03-6704-4100

菅野　健二

reshow@kajima.com

備考　△印の欄には、計画書に添付する各別紙に一連番号を付けた上、該当する別紙の番号を記入すること。

検証結果報告書を含む検証書類一式 △別紙（ 3 ）のとおり

△別紙（ ）のとおり

）のとおり△別紙（

連
絡
先

電 話 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ksugano@kajima-tatemono.com

氏 名

会 社 名

所 属 名

地球温暖化対策計画書の作
成等に関する講習会修了番号

氏 名

会 社 名

所 属 名

連
絡
先

電 話 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

草間　理彰

鹿島建設株式会社



年度

１　事業所の概要

２　排出量算定に係る事項

 (1)　事業所境界の図示

令和２年４月版

㎡50,839.66

指 定 番 号

建 物 の 延 べ 面 積

2054

事 業 所 の 所 在 地

2019

特定温室効果ガス排出量算定報告書

事 業 所 の 名 称

東京都港区元赤坂一丁目２番７号

赤坂Kタワー

赤坂Ｋタワー

赤坂見附

アネックス



 (2)　事業所区域及び燃料等使用量監視点の図示

別紙1のとおり



 (3)　算定体制

氏 名

部 署 ・ 役 職

氏 名

部 署 ・ 役 職

電 話 番 号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

算定責任者

算定担当者

草間　理彰

鹿島建設㈱ 開発事業本部 担当部長

東　孝

t-higashi@kajima-tatemono.com

鹿島建物総合管理株式会社　首都圏中央支社　建物管理2部　赤坂Ｋタワー所長

03-6434-0022

算定体制

算定責任者

鹿島建設㈱開発事業本部事業部 担当部長

・算定報告書の承認

提出

確認 集計表の提出

承認

算定担当者

鹿島建物総合管理株式会社

首都圏中央支社 建物管理2部 赤坂Ｋタワー所長

・ 単位発熱量、排出係数の収集

・ 算定報告書の作成

赤坂Ｋタワー 防災センター職員

・ 系統電力：「電力ご使用量のおしらせ」より使用量を把握

・ 空調用都市ガス：「ガスご使用量のお知らせ」 より使用

量を把握

・ テナント都市ガス：「ガスご使用量のお知らせ」より使用量

を把握

・ A重油：供給者の購買伝票により使用量を把握

赤坂Ｋタワー 管理得意先

・ テナント都市ガス使用量伝票の取得
用量伝票の取得



(1/1)

 (4)　燃料等使用量監視点

No. 排 出 活 動 燃料等の種類 監視点の位置

1 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_昼間 2Ｆ特高電気室

2 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_夜間 2Ｆ特高電気室

3 燃料の使用 都市ガス13A 2Ｆ熱源機械室

4 燃料の使用 A重油 地下タンク(80000L)

5 燃料の使用 都市ガス13A 1Ｆテナント内厨房



(1/4)

 (5)　燃料等使用量 2019 年度.

～ ）

単位発熱量 熱量 排出量

（GJ/固有単位） (GJ) (t-CO2)

1 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_昼間 購 kWh 355,701 291,708 363,518 353,031 467,430 402,971 336,086 347,743 345,423 333,349 373,996 322,700 4,293,656 9.97 42,808 2,100

2 電気の使用 一般送配電事業者の電線路を介した買電_夜間 購 kWh 119,145 107,273 126,101 127,496 178,548 154,297 128,452 119,621 111,203 107,502 116,876 106,293 1,502,807 9.28 13,946 735

3 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正有り m3 15,162 888 0 0 0 5 0 3,079 17,833 24,247 21,261 19,521 101,996 45.00 4,393 219

4 燃料の使用 A重油 購 L 4,000 4,000 39.10 156 11

5 燃料の使用 都市ガス13A 東京ガス 購 圧力補正無し m3 211 202 145 167 103 108 123 152 218 235 214 206 2,084 45.00 91 5

合計 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 61,394 3,068

■その他燃料に関する情報 ※検定等の有無が「無」と選択されております。

具体的燃料の種類 　特定温室効果ガス排出量算定ガイドライン56～58ページを参照し、適切な乗率を記入してください。

そ の 他 燃 料 １ ※「再生可能エネルギーの自家消費量」の把握方法が「実測」、かつ、検定等の有無が「無」と選択されております。

そ の 他 燃 料 ２ 　特定計量器以外での実測は認められませんので、修正してください。

計乗率

計量器の
種　　類

単　位

5月 7月 8月 9月 2月11月 3月

燃料等
監視点

入力
方法

単位発熱量（ＧＪ/固有単位）

検定
等の
有
無

都市ガス
メータ種

燃 料 等 の 種 類排 出 活 動
供　給
会社等

単位
把握
方法

2019年4月使用量　　（ 2020年3月

12月 1月6月 10月4月



 (6)　燃料等使用量及び特定温室効果ガス排出量

単 位 2019年度 排出係数
（t/GJ, 千kWh)

排出量
（ｔ）

kL 0.0187

kL 0.0184

kL 0.0183

kL 0.0182

kL 0.0185

kL 0.0187

kL 4 156 0.0189 11

kL 0.0195

ｔ 0.0208

ｔ 0.0254

液 化 石 油 ガ ス （ LPG) ｔ 0.0161

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス 千Nm
3 0.0142

液 化 天 然 ガ ス （ LNG) ｔ 0.0135

その他可燃性天然ガス 千Nm
3 0.0139

原 料 炭 ｔ 0.0245

一 般 炭 ｔ 0.0247

無 煙 炭 ｔ 0.0255

ｔ 0.0294

ｔ 0.0209

千Nm
3 0.0110

千Nm
3 0.0263

千Nm
3 0.0384

都市ガス（ 13A） 千Nm
3 100 4,484 0.0136 224

都 市 ガ ス （ 6A ） 千Nm
3 0.0136

GJ 0.060

GJ 0.060

GJ 0.060

GJ 0.060

GJ 0.060

4,640 234

昼間（ 8時～ 22時） 千kWh 4,294 42,808 0.489 2,100

夜間（22時～翌日8時） 千kWh 1,503 13,946 0.489 735

千kWh 0.489

千kWh 0.489

千kWh 0.489

千kWh 5,796 56,754 2,834

GJ

千kWh

GJ 61,394 3,068

kL

※環境価値換算量（電気等環境価値保有量）として評価される場合は、記入しないこと。

熱 GJ

電　気 千kWh

小 原 単 位 建 物 相 当 量

低 炭 素 電 力 の 受 入 れ

低 炭 素 熱 の 受 入 れ

高 炭 素 電 力 の 受 入 れ

高効率コージェネレーションシステムからの電気の受入れ

高効率コージェネレーションシステムからの熱の受入れ

小 計

コ ー ク ス 炉 ガ ス

石 油 コ ー ク ス

Ｂ ・ Ｃ 重 油

冷 水

そ の 他 の 燃 料

石 炭 コ ー ク ス

そ の 他 の 買 電 （ 昼 夜間 不明 の 場 合を 含む 。）

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 環 境 価値 を 移 転 し た熱

産 業 用 蒸 気

産 業 用 以 外 の 蒸 気

温 水

石 油 ガ ス

特定温室効果ガス排出量

コ ー ル タ ー ル

石 油 ア ス フ ァ ル ト

熱量
（GJ）

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

ナ フ サ

自ら再生可能エネルギーから
生成した熱又は電気の量

（参考）

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を 自 家 消 費 し た 電 気 ※

原 油 換 算

小 計

外
部
供
給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

合 計

燃
料
及
び
熱

転 炉 ガ ス

高 炉 ガ ス

1,583

燃 料 ・ 熱 の 種 類

Ａ 重 油

石 炭

軽 油

使 用 量 等

電
気 再生可能エネルギーの環境価値を移転した電気

小 計

原 油 の う ち コ ン デ ン セ ー ト （ NGL ）

一般送配電事業者の電線路
を介して供給された電気

原 油

可 燃 性 天 然 ガ ス

灯 油





1 検証を担当した人員

2 検証方法（計画段階）

※サンプリング検証を用いた場合は要チェック

（注）　「責任者」欄には、当該案件を担当した人員の中で、代表して責任を負う検証主任者1名に○を記入すること。

サンプリン
グ検証

選択の要件

データ採取、集計報告等の明確なルールが定められており、担当者等に周知されていること。

燃料等の種類ごとの燃料等使用量監視点が10箇所以上あること
又は
一つの燃料等使用量監視点で検証に用いる燃料等購買データが年間200件以上あること

サンプリング検証を選択した
燃料等の種類

使用する検証方法 全数検証 サンプリング検証

5

3

1 ○ 冨田　翔 検証主任者 2016-0003

4

2

登録番号

検証先の事業所名称 赤坂Ｋタワー
指定番号 2054
検証の対象年度 2019

検証結果の詳細報告書

責任者 氏名 区分



(3/4)

3 検証留意事項と関連する燃料等使用量監視点（計画作成時に記入）

4 検証留意事項と関連する燃料等使用量監視点（検証実施時に発見した事項）

5 検証結果の品質管理手続の概要

（注）　欄が足りない場合は、用紙を追加して記入すること。

2020/8/17
2020/8/19
2020/8/24

小嶋　武男

土本　亜希子
（検証主任者）

テクニカルレビュー

「特定温室効果ガス排出量検証チェックリ
スト」、「排出量検証実施報告書」につい
て、検証結果が全て「適合」または「該当な
し」となっており、検証意見が適切であるこ
とを確認した。

実施日 実施者 テーマ・名称 結果の概要

2020/8/17 小嶋　武男 プロセスレビュー

検証計画の作成、検証の実施、検証報告
書の作成が、「特定温室効果ガス排出量検
証ガイドライン」に定められた手順に従って
実施されたことを確認した。

検証留意事項 関連する燃料等使用量監視点

事業所内に、電気自動車への充電設備の有無を確認し、燃料
等使用量の把握に漏れがないことを確認する。

単線結線図、現地目視及び担当者等ヒアリングにより、
電気自動車への充電設備はないことを確認した。

非常用発電機用の燃料であるA重油（監視点No.4）において、
燃料等使用量の把握に漏れがないかを確認する。

地下タンク貯蔵所等安全点検記録表、購買伝票及び担
当者等ヒアリングにて、A重油の燃料等使用量の把握に
漏れがないことを確認した。

検証留意事項 関連する燃料等使用量監視点

事業所範囲が、前年度より変化がないことを根拠資料により確
認する。

建築基準法の確認申請等、配置図他、定期検査報告
書、現地目視及び担当者等ヒアリングにより、建物等に
前年度からの変化はないことを確認した。

当該事業所は、上層階に共同住宅部分を有する。当該事業所
の延床面積・燃料等使用量より共同住宅専用部・共用部の面
積及び燃料等使用量が、適切に除外されているかを確認する。

単線結線図、現地目視及び担当者等ヒアリングにより、
当該事業所の住宅用途部分のうち、住宅共用部につい
て事業所から電力の供給があり、使用量は不可分のた
め、事業所側で把握していることを確認した。
一方、住宅専用部については、別受電のため、当該事
業所からの電力供給はない旨を確認した。

住宅用途部分の面積については、本来エネルギー使用
が不可分であるかどうかにかかわらず除外となるが、基
準排出量決定申請（2016年度）の際に、エネルギー使
用量が不可分であり、事業所側の使用量に含めている
住宅共用部について、東京都環境局より面積を対象事
業所の面積に含めてよい旨の回答があり、以来対象事
業所面積に含める取扱いをしている。
そのため、当該事業所の面積は、全体の延床面積より
住宅専用部のみ除外していることを確認した。

検証先の事業所名称 赤坂Ｋタワー
指定番号 2054
検証の対象年度 2019



(4/4)

　6 東京都と要協議の事由

（注）　欄が足りない場合は、用紙を追加して記入すること。

項目
不備あり
/不明

「不備あり」「不明」の理由

検証先の事業所名称 赤坂Ｋタワー

指定番号 2054

検証の対象年度 2019



C-1号様式（特定温室効果ガス排出量検証ガイドライン）表紙

検証先の
事業所名称

検証機関名 ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社

指定番号 登録番号 28

検証の
対象年度 2019 年度

検証主任者
氏　名 冨田　翔

登録番号 2016-0003

所　属 コーポレート・リスクコンサルティング部

更　新　日 連絡先 03-3349-5973

バージョン e-mail stomita73@sompo-rc.co.jp

（日本産業規格Ａ列４番）

特定温室効果ガス排出量検証チェックリスト

赤坂Ｋタワー

2054

2020/7/28

Ver.01



C-1号様式（特定温室効果ガス排出量検証ガイドライン）検証チェックリスト

指定番号 登録番号

2054 28

根拠とした資料

資料の有無
と資料番号

適合
不備
あり

不明
該当
なし

1 1

<事業所情報の確認>
事業所の名称、所在地、指定番号は、正しく報告されてい
るか。

■有（1、2、他-1）
□無

■ レ

指定通知書他にて、名称、所在
地、指定番号が正しく報告され
ていることを確認した。










3 2(1)(2)

<事業所範囲の特定>
事業者が所有する「建物等」はガイドラインに従い正しく
識別されているか。（指定後に、一つの事業所として見な
す状況に変化が生じている場合は、判断理由にその詳細を
記載すること。）

■有（5、6、7-1～7-4）
□無

■ ■ レ

確認申請上の1棟の建物を事業所
範囲としていることを確認し
た。
また、竣工当時より、増築等に
よる変化は見られない。

5 2(1)(2)

<事業所範囲の特定>
エネルギー管理の連動性はガイドラインに従い正しく把握
されているか。（指定後に、一つの事業所として見なす状
況に変化が生じている場合は、判断理由にその詳細を記載
すること。）

■有（17-1～17-5、20-1～20-
2、25、27-1～27-3）
□無

■ ■ レ

他の建物等にエネルギー供給し
ていないことを確認した。
よって、エネルギー管理の連動
性に該当する建物はない。

7 2(1)(2)

<事業所範囲の特定>
指定確認時に一つの事業所とした事業所範囲について、隣
接の建物等を識別するために、敷地境界を適切に識別して
いるか。（工場立地法、水道法、下水道法又は廃棄物処理
法における届出等がある場合は、建築基準法の確認申請、
計画通知又は定期報告よりも優先させる。）

■有（5、6、7-1～7-4）
□無

■ ■ レ

竣工図（配置図）他より、確認
申請上の敷地境界を事業所範囲
としていることを確認した。
竣工時より敷地境界に変化は見
られない。

9 2(1)(2)

<事業所範囲の特定>
指定確認時に一つの事業所とした事業所範囲に対し、隣接
の建物等（建物同士、施設同士並びに建物及び施設）はガ
イドラインに従い正しく識別されているか。（指定後に、
一つの事業所として見なす状況に変化が生じている場合
は、判断理由にその詳細を記載すること。）

■有（6、7-1～7-4、他-2）
□無

■ ■ レ

当該事業所には、主たる使用者
が存在しないことを確認した。
隣接地の建物は、北東側がオ
フィスビル2棟である。他3面は
道路である。
よって、隣接に該当する「建物
等」は存在しない。

12 2(1)(2)

<事業所範囲の特定>
指定確認時に一つの事業所とした事業所範囲に対し、近接
の建物等（建物同士、施設同士並びに建物及び施設）はガ
イドラインに従い正しく識別されているか。（指定後に、
一つの事業所として見なす状況に変化が生じている場合
は、判断理由にその詳細を記載すること。）

■有（6、7-1～7-4、他-2）
□無

■ ■ レ

当該事業所には、主たる使用者
が存在しないことを確認した。
近接地の建物は、北西側がオ
フィスビル4棟、共同住宅1棟、
南西側が鹿島本社ビル、南東側
がオフィスビル4棟である。
よって、近接に該当する「建物
等」は存在しない。

13 2(1)(2)

<事業所範囲の特定>
住宅用途の建物等を（根拠資料に基づき）適切に把握して
いるか。

■有（5、6、7-1～7-4）
□無

■ ■ レ

根拠資料に基づき、住宅部分は
適切に把握されていることを確
認した。






検証の種類

年度検証

備　考

検証先の事業所名称 検証対象年度 検証機関名

赤坂Ｋタワー 2019 ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社

No.
算定報告
書の項目

番号
検証チェック項目

検　証　結　果

現地
目視

ヒアリ
ング

判断内容
検証結果の
判断理由

適合でない場合の
事業者の対応



C-1号様式（特定温室効果ガス排出量検証ガイドライン）検証チェックリスト

指定番号 登録番号

2054 28

根拠とした資料

資料の有無
と資料番号

適合
不備
あり

不明
該当
なし

検証の種類

年度検証

備　考

検証先の事業所名称 検証対象年度 検証機関名

赤坂Ｋタワー 2019 ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社

No.
算定報告
書の項目

番号
検証チェック項目

検　証　結　果

現地
目視

ヒアリ
ング

判断内容
検証結果の
判断理由

適合でない場合の
事業者の対応

14 2(1)(2)

<事業所範囲の特定>
熱供給事業用の施設並びに電気事業用の発電所及び変電所
を（根拠資料に基づき）適切に把握しているか。

■有（5、6、7-1～7-4）
□無

■ ■ レ

熱供給事業用の施設及び電気事
業用の発電所及び変電所はない
ことを確認した。










16 2(1)(2)

<事業所範囲の特定>
指定確認時に一つの事業所とした事業所範囲について、建
物等の増減並びに延べ面積の増減等を適切に把握している
か。

■有（5、6、7-1～7-4、他-3
～他-5）
□無

■ ■ レ

確認申請書、配置図他より、延
床面積は把握されており、住宅
用途部分の床面積は別受電でエ
ネルギー管理の連動性のない住
宅専用部は除外、当該事業所の
受電点より電力供給しており、
使用量が不可分の住宅共用部は
含んでいることを確認した。
根拠資料より、この取り扱いは
東京都環境局と合意しているこ
とを確認した。

延床面積　50,839.66㎡
また事業所範囲に前年度からの
変化は見られないことを確認し
た。






17 2(2)(4)

<排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
駅の場合の確認事項
駅において、鉄道輸送に必要な燃料等と不可分に使用され
た燃料等に係る燃料等使用量監視点を網羅的に把握してい
るか。
（駅に併設された商業施設等の鉄道輸送に必要のない排出
活動に係る燃料等使用量監視点を網羅的に把握している
か。）

■有（7-1～7-4）
□無

■ ■ レ

当該事業所に駅はないことを確
認した。










18 2(2)(4)

<排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
住宅用途の建物等が存在する場合、これらの供給に係る燃
料等使用量監視点は網羅的に把握されているか。

■有（17-1～17-5、20-1～20-
2、25、27-1～27-3）
□無

■ ■ レ

住宅専用部は別受電であるが、
住宅共用部へは当該事業所の受
電点（監視点No.1,2）から電力
供給されており、使用量が不可
分のため算定に含めていること
を確認した。










19 2(2)(4)

<排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
熱供給事業用の施設並びに電気事業用の発電所及び変電所
が存在する場合、これらの供給に係る燃料等使用量監視点
は網羅的に把握されているか。 ■有（5、6、7-1～7-4）

□無
■ ■ レ

熱供給事業用の施設及び電気事
業用の発電所及び変電所が存在
しないことを確認した。












C-1号様式（特定温室効果ガス排出量検証ガイドライン）検証チェックリスト

指定番号 登録番号

2054 28

根拠とした資料

資料の有無
と資料番号

適合
不備
あり

不明
該当
なし

検証の種類

年度検証

備　考

検証先の事業所名称 検証対象年度 検証機関名

赤坂Ｋタワー 2019 ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社

No.
算定報告
書の項目

番号
検証チェック項目

検　証　結　果

現地
目視

ヒアリ
ング

判断内容
検証結果の
判断理由

適合でない場合の
事業者の対応

20 2(2)(4)

<排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
自家発電設備など外部への供給設備に関する燃料等使用量
監視点（外部への供給用設備へのエネルギー供給量に関す
る監視点、外部への供給用設備から製造されるエネルギー
の総量に関する監視点、外部への供給量に関する監視点）
は網羅的に把握されているか。

■有（17-1～17-5、20-1～20-
2、25、27-1～27-3）
□無

■ ■ レ

外部への供給設備はないことを
確認した。










21 2(2)(4)

<排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
事業所外で使用される移動体へ供給している事業所内の燃
料等使用量監視点は網羅的に把握されているか。

■有（7-1～7-4）
□無

■ ■ レ

事業所外で使用される移動体へ
の燃料等の供給はないことを確
認した。










22 2(2)(4)

<算定対象から除く排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
№17～№21において算定対象から除く排出活動が存在する
場合、指定確認時に算定対象外活動としていた燃料等使用
量監視点は、網羅的に把握されているか。

■有（5、6、7-1～7-4、17-1
～17-5、20-1～20-2、25、27-
1～27-3、39-1～39-3）
□無

■ ■ レ

算定対象から除く排出活動とし
て、住宅共用部への電力供給が
あるが使用量が不可分であるた
め、指定当初より算定に含めて
いることを確認した。
その他の算定対象から除く排出
活動が存在しないことを確認し
た。










23 2(2)(4)

<排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
電気事業者等からの受電点は網羅的に把握されているか。

■有（17-1～17-5）
□無

■ ■ レ

単線結線図より受電点1点を確認
した。
当該事業所及び住宅専用部は、
各々別受電となっている。住宅
共用部へは当該事業所の受電点
から電力供給されていることを
確認した。
また、その他の受電点は見られ
ないことを確認した。










new 24 2(2)(4)

<高効率コージェネレーションシステムからの受入電力>
№23において、供給されている電力が、高効率コージェネ
レーションシステムにより製造された電力を受け入れてい
るか。

■有（39-1）
□無

■ ■ レ

供給されている電力での高効率
コージェネレーションシステム
による削減量算定をしていない
ことを確認した。










new 25 (6)

<温室効果ガス排出量算定に係るその他の方法>
№24において、高効率コージェネレーションシステムによ
り製造された電力を受入れている場合、高効率コージェネ
レーションシステムの該当する年度の排出係数を（根拠資
料に基づき）適切に把握しているか。

■有（39-1）
□無

■ ■ レ

高効率コージェネレーションシ
ステムにより製造された電力受
入による削減量算定をしていな
いことを確認した。












C-1号様式（特定温室効果ガス排出量検証ガイドライン）検証チェックリスト

指定番号 登録番号

2054 28

根拠とした資料

資料の有無
と資料番号

適合
不備
あり

不明
該当
なし

検証の種類

年度検証

備　考

検証先の事業所名称 検証対象年度 検証機関名

赤坂Ｋタワー 2019 ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社

No.
算定報告
書の項目

番号
検証チェック項目

検　証　結　果

現地
目視

ヒアリ
ング

判断内容
検証結果の
判断理由

適合でない場合の
事業者の対応

new 26 2(2)(4)

<受入電力の評価>
№23において、供給されている電力が、高効率コージェネ
レーションシステムにより製造された電力以外であった場
合、低炭素電力または高炭素電力としているときに適切に
把握されているか。

■有（37、39-1～39-3）
□無

■ ■ レ

供給されている電力が低炭素電
力及び高炭素電力に該当しない
ことを確認した。

new 27 (6)

<温室効果ガス排出量算定に係るその他の方法>
№26において、低炭素電力または高炭素電力を受入れてい
る場合、該当する年度の排出係数を（根拠資料に基づき）
適切に把握しているか。

■有（37、39-1～39-3）
□無

■ ■ レ

供給されている電力が低炭素電
力及び高炭素電力に該当しない
ことを確認した。

28 2(2)(6)

<再生可能エネルギーによる発電>
再生可能エネルギーによる発電した電力及び熱の有無につ
いて削減量の有無にかかわらず、適切に把握されている
か。 ■有（17-1～17-5、27-1～27-

3）
□無

■ ■ レ

太陽光発電設備の設置があるこ
とを確認した。
また、再生可能エネルギーによ
る熱はないことを確認した。










29 (6)

<温室効果ガス排出量算定に係るその他の方法>
№28において、再生可能エネルギーによる発電した電力が
有り、発電した電気の自家消費分における削減量の算定を
している場合に（根拠資料に基づき）適切に算定されてい
るか。
※バイオマスによる発電の場合は、判断理由等にバイオマ
ス比率を記入すること。

■有（17-1～17-5、27-1～27-
3）
□無

■ ■ レ

太陽光発電設備の設置がある
が、削減量算定はしていないこ
とを確認した。









30 (6)

<温室効果ガス排出量算定に係るその他の方法>
№28において、再生可能エネルギーによる発電した電力及
び熱がある場合、再エネ電気の自家消費分から再エネクレ
ジット等に移転した量を（根拠資料に基づき）適切に算定
されているか。

■有（17-1～17-5、27-1～27-
3）
□無

■ ■ レ

太陽光発電設備の設置がある
が、削減量算定はしていないこ
とを確認した。よって、再エネ
クレジット等への移転もしてい
ない。

また、再生可能エネルギーによ
る熱はないことを確認した。







31 2(2)(4)

<排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
都市ガス供給点は網羅的に把握されているか。

■有（20-1～20-2、21）
□無

■ ■ レ

根拠資料より、都市ガス供給点2
点（中圧1点、低圧1点）を確認
した。







32 2(2)(4)

<排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
LPGの燃料等使用量監視点は網羅的に把握されているか。

■有（7-1～7-4）
□無

■ ■ レ

LPGの使用はないことを確認し
た。








33 2(2)(4)

<排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
液体・固体燃料の燃料等使用量監視点は網羅的に把握され
ているか。

■有（17-1～17-5、25、33）
□無

■ ■ レ

敷地内外構に燃料地下タンク（A
重油 80,000L）が設置されてい
ることを確認した。タンクの増
設はないことを確認した。












C-1号様式（特定温室効果ガス排出量検証ガイドライン）検証チェックリスト

指定番号 登録番号

2054 28
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年度検証
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検証先の事業所名称 検証対象年度 検証機関名

赤坂Ｋタワー 2019 ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社

No.
算定報告
書の項目

番号
検証チェック項目

検　証　結　果

現地
目視

ヒアリ
ング

判断内容
検証結果の
判断理由

適合でない場合の
事業者の対応

34 2(2)(4)

<排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
その他の燃料の燃料等使用量監視点は網羅的に把握されて
いるか。 ■有（7-1～7-4）

□無
■ ■ レ

その他の燃料の使用はないこと
を確認した。










new 35 (5)

<燃料等使用量の把握>
実測によって燃料等使用量を把握している場合、特定計量
器を使用しているか。 ■有（39-1）

□無
■ ■ レ

実測による燃料等使用量の把握
はないことを確認した。










36 2(2)(4)

<排出活動・燃料等使用量監視点の特定>
熱供給事業者等からの熱の受入施設は網羅的に把握されて
いるか。 ■有（27-1～27-3）

□無
■ ■ レ

熱供給事業者等からの熱の受入
施設はないことを確認した。










new 37 2(2)(4)

<高効率コージェネレーションシステムからの受入熱>
№36において、熱の受入施設が存在する場合、受入れた熱
は高効率コージェネレーションシステムにより製造された
熱か。

■有（27-1～27-3）
□無

■ ■ レ

熱供給事業者等からの熱の受入
施設はないことを確認した。










new 38 (6)

<温室効果ガス排出量算定に係るその他の方法>
№37において、高効率コージェネレーションシステムによ
り製造された熱を受入れている場合、高効率コージェネ
レーションシステムの該当する年度の排出係数を適切に把
握し、該当する年度の排出係数に応じた削減量を（根拠資
料に基づき）適切に算定されているか。

■有（27-1～27-3）
□無

■ ■ レ

熱供給事業者等からの熱の受入
施設はないことを確認した。










new 39 2(2)(4)

<受入熱の評価>
№36において、熱の受入施設が存在し、かつ、受入れた熱
は高効率コージェネレーションシステムにより製造されて
いない熱の場合、低炭素熱としているときに適切に把握さ
れているか。

■有（27-1～27-3）
□無

■ ■ レ

熱供給事業者等からの熱の受入
施設はないことを確認した。










new 40 (6)

<温室効果ガス排出量算定に係るその他の方法>
№39において、低炭素熱を受入れている場合、該当する年
度の排出係数を（根拠資料に基づき）適切に把握し、低炭
素熱削減量が適切に算定されているか。

■有（27-1～27-3）
□無

■ ■ レ

熱供給事業者等からの熱の受入
施設はないことを確認した。










41 2(2)(4)

<燃料等使用量監視点の特定>
工事による燃料等の使用量を除外している場合、工事への
供給ポイントは網羅的に把握されているか。

■有（39-1）
□無

■ ■ レ

工事による燃料等の使用量の除
外はないことを確認した。
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42 (3)

<燃料等使用量の把握>
データ採取、集計、報告等は明確にルール化されている
か。
担当者等はルールを遵守しているか。
データは算定体制どおりに集計報告されているか。

■有（39-1）
□無

■ ■ レ

算定体制のルール化、ルールの
遵守及び集計報告が行われてい
ることを確認した。










43 (5)

<燃料等使用量の把握>
（算定対象から除く排出活動を含め）把握した燃料等使用
量監視点に対応して、燃料等使用量が購買伝票等又は取引
若しくは証明に使用可能な計量器により把握されている
か。その際、購買伝票等による把握を優先しているか。

44 (5)

<燃料等使用量の把握>
購買伝票等や実測の記録は年間を通じて漏れはないか。

45 (5)

<温室効果ガス排出量および原油換算エネルギー消費量の
算定>
一般送配電事業者の電線路を介して供給された買電がある
場合、昼間（8時～22時）、夜間（22時～翌日8時）の電気
の使用量が（根拠資料に基づき）正しく把握されている
か。正しく把握できない場合は、昼夜不明（その他の買
電）とする。

46 (5)

<燃料等使用量の把握>
非常用発電機等燃料タンクの燃料購入量、燃料種について
は、購買伝票等の第3者との契約に基づく資料又は取引若
しくは証明に使用可能な計量器により把握されているか。
把握するに当たっては非常用発電機の運転月報（自主定期
点検記録簿）等の燃料残量等に関する記録を確認している
か。

new 47 (5)

<温室効果ガス排出量および原油換算エネルギー消費量の
算定>
算定対象となる排出活動または算定対象から除く排出活動
において、特定計量器を使用せずに実測を行っている場
合、保守的な算定を実施しているか。

48 (5)

<温室効果ガス排出量および原油換算エネルギー消費量の
算定>
その他の（デフォルト値のない）燃料の使用がある場合、
燃料の熱量及び排出係数が（根拠資料に基づき）正しく把
握されているか。

⇒排出量検証実施報告書に検証結果を記入（必要に応じて、根拠資料や補足説明を添付すること。）

　全て購買伝票等により、燃料等使用量を把握していることを確認した。

⇒排出量検証実施報告書に検証結果を記入（必要に応じて、根拠資料や補足説明を添付すること。）
　
　購買伝票等により燃料等使用量が把握されていることを確認した。

⇒排出量検証実施報告書に検証結果を記入（必要に応じて、根拠資料や補足説明を添付すること。）

　購買伝票等により年間を通じて燃料等使用量の把握に漏れがないことを確認した。

⇒排出量検証実施報告書に検証結果を記入（必要に応じて、根拠資料や補足説明を添付すること。）

　昼間・夜間として、購買伝票等より、電力使用量を把握していることを確認した。

⇒排出量検証実施報告書に検証結果を記入（必要に応じて、根拠資料や補足説明を添付すること。）
　
　事業者作成の「地下タンク貯蔵所等安全点検記録表（2019.4～2020.4）」（資料No.33）及び購買伝票等により、監視点No.4 A重油地下タンクの燃
料等使用量の把握に漏れがないことを確認した。

⇒排出量検証実施報告書に検証結果を記入（必要に応じて、根拠資料や補足説明を添付すること。）ただし、本項目については、本欄に排出係数及び
確認手段等を記入してもよい。

　該当なし。
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49 (5)

<温室効果ガス排出量および原油換算エネルギー消費量の
算定>
事業所外供給に関する排出量の算定における排出係数は
（根拠資料に基づき）適切に算定されているか。

50 (5)

<温室効果ガス排出量および原油換算エネルギー消費量の
算定>
低炭素電力による削減量、高炭素電力による排出量、低炭
素熱による削減量及び高効率コジェネレーションからの受
入による削減量は（根拠資料に基づき）適切に算定されて
いるか。

new 51 (6)

<温室効果ガス排出量および原油換算エネルギー消費量の
算定>
算定対象外排出活動（鉄道輸送と不可分な排出活動、住宅
用途への供給、他事業所への供給、事業所外利用移動体へ
の供給）、再生可能エネルギーによる発電の自家消費分に
よる削減量が基準排出量の算定期間及び削減計画期間を通
して一貫していることを正しく把握されているか。

■有（5、6、7-1～7-4、17-1
～17-5、20-1～20-2、25、27-
1～27-3、39-1～39-3）
□無

■ ■ レ

住宅共用部への電力供給がある
が使用量が不可分であるため、
指定当初より算定に含めてお
り、その取扱いが基準排出量の
算定期間及び削減計画期間を通
して一貫していることを確認し
た。

その他の算定対象外排出活動、
再生可能エネルギーによる発電
の自家消費分による削減量が、
基準排出量の算定期間及び削減
計画期間を通して一貫して、な
いことを確認した。


⇒排出量検証実施報告書に検証結果を記入（必要に応じて、根拠資料や補足説明を添付すること。）ただし、本項目については、本欄に排出係数及び
確認手段等を記入してもよい。

　該当なし。

⇒排出量検証実施報告書に検証結果を記入（必要に応じて、根拠資料や補足説明を添付すること。）ただし、本項目については、本欄に排出係数及び
確認手段等を記入してもよい。
　
　低炭素電力による削減量、高炭素電力による排出量、低炭素熱による削減量及び高効率コジェネレーションからの受入による削減量等の算定はない
ことを確認した。



C-2様式（特定温室効果ガス排出量検証ガイドライン）

根拠とした図面等資料一覧表
指定番号 検証の対象年度 登録番号

2054 2019 28

資料発行元 資料発行年月日 資料確認年月日 備考

1 東京都環境局 H28.3.25 2020.7.28

2 東京都環境局 H27.2.12 2020.7.28

5 財団法人日本建築
センター

H20.9.12 2020.7.28

6 東京都都市整備局
H30.6.5、
R1.6.5

2020.7.28

7 1 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

7 2 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

7 3 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

7 4 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

17 1 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

17 2 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

17 3 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

17 4 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

17 5 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

20 1 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

20 2 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

21 ㈱CDエナジーダイ
レクト

2019.10.1 2020.7.28

25 東京消防庁赤坂消
防署、東京消防庁

H21.11.27、
H21.12.22

2020.7.28

27 1 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

27 2 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

27 3 鹿島建設（株） 2012.1.31 2020.7.28

33 事業者作成 2019.4～2020.4 2020.7.28

37 東京電力エナジー
パートナー（株）

H31.4～R2.3 2020.7.28(閲覧)

39 1 鹿島建物総合管理
（株）

不明 2020.7.28

39 2 鹿島建物総合管理
（株）

不明 2020.7.28

39 3 鹿島建物総合管理
（株）

不明 2020.7.28

他 1 東京都 H29.2.9 2020.7.28

他 2 鹿島建物総合管理
（株）

2020.4 2020.7.28

他 3
鹿島建物総合管理
（株）／東京都環
境局

2016.9.13 他 2020.7.28

他 4 鹿島建物総合管理
（株）

2016.12.22 2020.7.28

他 5 鹿島建物総合管理
（株）

2017.1.10 2020.7.28

特定地球温暖化対策事業所指定通知書

指定地球温暖化対策事業所指定通知書

建築基準法の確認申請、計画通知、確認済証、検査済証
（確認申請書（建築物）[（仮称）元赤坂Kプロジェクト計画]）

検証先の事業所名称 検証機関名

赤坂Ｋタワー ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社

根拠に用いた資料（資料名等を記入のこと）

建築基準法の定期調査報告
（定期検査報告書）

建築基準法に基づく配置図・平面図
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　建築（全体・オフィス・外構）／配置図・敷地求積図・平均盤
面算定図[Z-026]）

建築基準法に基づく配置図・平面図
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　建築（全体・オフィス・外構）／工事概要・建物概要・床面積
表・案内図[Z-001]）

建築基準法に基づく配置図・平面図
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　建築（全体・オフィス・外構）／面積表[Z-018]）

建築基準法に基づく配置図・平面図
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　建築（全体・オフィス・外構）／①各階平面図[Z-027]～
Z039]、②断面図[Z044]）

消防法の危険物貯蔵所又は取扱所の届出
（危険物貯蔵所設置許可申請書[A重油：80,000L×1]及び許可書／非常用発電機設備燃料配
管系統図[EO-020]）

建物等の配電図
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　設備（レジデンス）／①幹線設備系統図[EH-001]、②高圧受変
電設備　借室詳細図・引込開閉器盤結線図[EH-003]）

都市ガス配管図
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　設備（空調・衛生）／衛生設備給水・ガス系統図（事務所）
[PO-201]）

建物等の配電図
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　設備（電気2・昇降機）／太陽光発電設備　機器仕様・姿図・
系統図[EO-435]）

都市ガス配管図
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　設備（レジデンス）／衛生設備給水・ガス配管系統図（住宅）
[PH-201]）

都市ガス事業者との契約約款
（カス基本契約要綱）

その他
（基準排出量算定書20170110）

資料No.

データ採取、集計、報告の記録
（地下タンク貯蔵所等安全点検記録表）

空気調和設備系統図等
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　設備（レジデンス）／空調設備配管系統図[MH-301]）

建物等の配電図
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　設備（電気1）／受変電設備特別高圧単線結線図[EO-002]）

建物等の配電図
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　設備（電気1）／受変電設備特別高圧単線結線図(1)(2)(2
階)[EO-005～006]）

建物等の配電図
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　設備（電気1）／受変電設備特別高圧単線結線図(1)(2)(25
階)[EO-011～012]）

その他
（赤坂Ｋタワー　テナント変遷表）

その他
（201609延床面積決定について東京都環境局とのメール）

その他
（基準排出量算定書　面積表(20161222)）

空気調和設備系統図等
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　設備（空調・衛生）／空調設備配管系統図[MO-401]）

空気調和設備系統図等
（AKASAKA K-TOWER 竣工図　設備（空調・衛生）／空調設備熱源配管系統図[MO-402]）

その他
（基準排出量決定通知書[新規]）

原油換算エネルギー使用量の算定資料
（2019年度 特定温室効果ガス排出量算定報告書）

原油換算エネルギー使用量の算定資料
（2015～2018年度 特定温室効果ガス排出量算定報告書）

原油換算エネルギー使用量の算定資料
（基準年度 特定温室効果ガス排出量算定報告書）

東京都が公表している「低炭素電力」「高炭素電力」「低炭素熱」の供給元を示す資料
（電気ご使用量のお知らせ）



指定番号
検証の
対象年度 排　出　量　検　証　実　施　報　告　書　

2054 2019

レ 全数検証

サンプリング検証

月単位 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 乗率

一般送配電事業者の電線
路を介した買電_昼間

購買伝票等 kWh 算定 355,701 291,708 363,518 353,031 467,430 402,971 336,086 347,743 345,423 333,349 373,996 322,700 4,293,656

検証 355,701 291,708 363,518 353,031 467,430 402,971 336,086 347,743 345,423 333,349 373,996 322,700 4,293,656

判断結果 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

一般送配電事業者の電線
路を介した買電_夜間

購買伝票等 kWh 算定 119,145 107,273 126,101 127,496 178,548 154,297 128,452 119,621 111,203 107,502 116,876 106,293 1,502,807

検証 119,145 107,273 126,101 127,496 178,548 154,297 128,452 119,621 111,203 107,502 116,876 106,293 1,502,807

判断結果 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

都市ガス13A 東京ガス 購買伝票等 圧力補正有り m3 算定 15,162 888 0 0 0 5 0 3,079 17,833 24,247 21,261 19,521 101,996

検証 15,162 888 0 0 0 5 0 3,079 17,833 24,247 21,261 19,521 101,996

判断結果 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

A重油 購買伝票等 L 算定 0 0 0 4,000 0 0 0 0 0 0 0 0 4,000

検証 0 0 0 4,000 0 0 0 0 0 0 0 0 4,000

判断結果 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

都市ガス13A 東京ガス 購買伝票等 圧力補正無し m3 算定 211 202 145 167 103 108 123 152 218 235 214 206 2,084

検証 211 202 145 167 103 108 123 152 218 235 214 206 2,084

判断結果 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

算定 0

検証 0

判断結果

算定 0

検証 0

判断結果

算定 0

検証 0

判断結果

2020年3月～

単位

検証実施日 バージョン

2020/7/28 Ver.01

）

赤坂Ｋタワー

検証先の事業所名称

不備の有無

2019年4月
燃
料
等
使
用
量

監
視
点

○

根拠資料 東京電力エナジーパートナー㈱発行の「電気ご使用量のお知らせ」（閲覧）

算定報告書の記載

1

使用量　　（

燃料等の種類 供給会社等

備考　算定データ記入ラインの数に合わせ欄を追加して記入する。
　　　　判断結果の欄には、「適合」は○、「不備あり」は×、「不明」は／を記入する。

判断結果

根拠資料

判断結果

把握方法 計量器の種類
検定等の
有無

都市ガス
メータ種

判断結果

算定報告書の記載

算定報告書の記載

根拠資料 三和エナジー㈱発行の「納品書」

3 根拠資料 東京ガス㈱発行の「ご使用量のお知らせ」

判断結果 ○

4

判断結果 ○

2

算定報告書の記載

根拠資料 東京電力エナジーパートナー㈱発行の「電気ご使用量のお知らせ」（閲覧）

判断結果 ○

算定報告書の記載

根拠資料

算定報告書の記載

算定報告書の記載

根拠資料 東京ガス㈱発行の「ご使用量のお知らせ」、㈱CDエナジーダイレクト発行の「請求書」・「料金内訳書」

判断結果 ○

根拠資料

算定報告書の記載

判断結果

5



年度

１　指定地球温暖化対策事業所の概要

２　排出量の算定根拠

 (1)　水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水

 (2)　事業所内における温室効果ガスの排出に係るその他の排出活動

令和２年4月版

非 エ ネ ル ギ ー
起 源 二 酸 化 炭 素 （ CO2 ）

メ タ ン
（ CH4 ）

2019

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

排 出 活 動 の 種 類

水 道 及 び 工 業 用 水 道 の 水 の 使 用

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

13

19.8

0.251

0.439

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量
（ 二 酸 化 炭 素 換 算 ）

公 共 下 水 道 へ の 排 水

排出活動の種類
前年度活動量

活 動 量

温室効果ガス排出量
（ 当 該 物 質 の 量 ）

排出量（ｔ）

29.724 千㎥

合 計

ガス
種類

単位 排出係数 地球温暖化係数

その他ガス排出量算定報告書

赤坂Ｋタワー

単位

27.049 千㎥

前 年 度 活 動 量 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量

活 動 量 排 出 係 数 排出量(t)

6.79

東京都港区元赤坂１丁目2番7号

排出量（ｔ）

ガ ス 種 類 別 合 計

一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ハイドロフルオロカーボン
（ HFC ）

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン
（ PFC ）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）
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